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　現在、開発途上国における医薬
品・医療機器のシェアは、米国の
ゼネラル・エレクトリック（GE）
やドイツのシーメンスなど欧米
企業が占めている。そうした中
で、日本の知見・経験を用いて途
上国の課題を解決して健康向上を
図ると同時に、日本の医薬品・医
療機器の国際展開につなげていこ
うとしているのが、「医療技術等
国際展開推進事業」だ。厚生労
働省から委託された事業として、
NCGM の国際医療協力局が事務
局となり、2015 年度から実施し
ている。
　同事業で重視している日本の知
見・経験の一つは、全ての人が負
担可能な費用で基礎的な保健医療

サービスを受けることができる
「ユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジ」（UHC）の達成だ。近年は持
続可能な開発目標（SDGs）で目
標３「健康と福祉を全ての人に」
が掲げられている中、途上国でも
UHCの実現が急務となっている。
　日本の優れた医療技術や医療製
品を展開して UHC 達成に貢献す
るためには、その技術や製品をよ
りよく理解し活用する人材が育つ
ことが前提である。そこで、同事
業では日本の医療機関や大学の医
療従事者、医療関連企業の技術者
などを相手国に派遣したり、相手
国の関係者を日本に受け入れたり
して、さまざまな研修を実施して
いる。研修の分野は、医療機器を
使った診断技術（臨床検査、放射
線などの画像診断、内視鏡、がん

の診断など）、予防や治療技術（外
科手術、集中治療、輸血、リハビ
リテーション、透析など）医療機
器管理、医療の質安全、医薬品の
認証制度などである。
　対象国はベトナムやミャンマー
など東南アジアを中心にこれまで
30 カ国に及ぶ。プロジェクトの
数は初年度の 28 件から年々増加
しており、2020 年は 43 件。20
年度までの累計は 200 件に上っ
た。
　プロジェクトの主体者は主に企
業や大学であり、医療機関や学会
もある。日本政府も厚生労働省の
ほか、経済産業省や JICA も同事
業で協力関係にあり、アクターの
多様さも事業の特徴の一つだ。

　NCGM は、1980 年代の南米
ボリビアへの協力以降、保健医療
分野の国際協力活動を継続してい
る。職員派遣はアジアやアフリカ
を中心に 134 カ国・4,500 人を
超え、研修生の受け入れは 153
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カ国・5,200 人以上に上る。この
ほか、SARS（重症急性呼吸器症
候群）制圧やエボラ出血熱などへ
の感染症対策、母子保健などの政
策・制度作りなども各国で支援し
てきた。
　これらの経験を生かし、NCGM
は同事業でもプロジェクト実施者
に対して途上国で起こり得る課題
や問題発生時の対処方法、モニタ
リングのための指標づくりなどを
助言している。国際医療協力局の
藤田則子・連携協力部長は、「こ
の事業は支援する側・される側と
いう関係ではなく、win-win の
関係性を構築する取り組みだ」と、
その意義を強調する。

　他方、昨年からのコロナ禍では、
同事業も対面での研修が困難とな
る中、さまざまな対応に迫られた。
一例を挙げると、ベトナムの関係
機関・病院と状況確認や対応の検
討を行ったり、日本の病院のコロ
ナ対応を動画や資料にまとめ、オ

ンラインで研修を実施したりし
た。このコロナ対応研修は、希望
者がいれば今年度も実施する見込
みだ。日本側の医療関係者にとっ
ても、新型コロナが世界的に流行
した当初、ロックダウン（都市封
鎖）などで感染拡大の抑制に成功
したベトナムの対応からの学びも
あったという。

　事業開始から 6 年が経ち、成果
も積み上がってきた。2018～20
年度では 18 事業で 49 種の日本
製品が現地へ導入された。その国
の一つが、ベトナムだ。
　同国では近年、肺がんの罹患率
が増加傾向にあるが、診断に使わ
れている気管支内視鏡は硬性のも
のしかなく、患者への負担が大き
かった。世界的には負担の少ない
軟性内視鏡が標準であるが、ベト
ナムでは習得する機会がなかっ
た。企業と組んだ本事業での研修
を通じて軟性気管支鏡を実際に使
い、機材の維持管理も学んだ医療

従事者たちはその有用性を理解し
た。数千万円する気管支鏡である
が、病院の予算を使って購入され
た。また継続性を担保できるよう
に、使用されるカテーテルのよう
な消耗品の調達・管理なども研修
に組み込んでいる。
　加えて、同事業を契機にその技
術が国家計画やガイドラインに採
択されたり、健康保険の対象と
なったりした事例もある。そうし
た事例は、UHC の推進や国民皆
保険の導入を進める中所得国を中
心に 2018 ～ 20 年度で 16 件に
上る。
　こうした成果について、藤田部
長は「日本企業が世界シェアの 9
割を有する内視鏡を切り口にした
り、あるいは、市場シェアの高い
メーカーが存在しないが、高齢者
にとっては重宝する補聴器に焦点
を当てたりと、日本ならではの戦
略を大切にしてきた」と語る。今
後も、この戦略の下、さらなる
win-win の関係強化を図ってい
く方針だ。

3年間で49製品の輸出に貢献
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第 2 回 ベトナムの難聴者への医療向上
日本では健康診断などで行っている聴覚検査
から補聴器の使用までの研修事例を紹介。
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コロナ禍では相互協力も

2015 〜 2020 年の医療技術等国際展開推事業の実施国


